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（百万円未満切捨て）

1. 平成30年3月期の連結業績（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期 37,445 16.8 1,678 12.0 2,211 12.9 1,651 19.4

29年3月期 32,072 △5.0 1,498 △20.9 1,958 △15.8 1,383 △23.2

（注）包括利益 30年3月期　　1,842百万円 （△12.2％） 29年3月期　　2,099百万円 （138.1％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

30年3月期 66.03 ― 5.5 4.6 4.5

29年3月期 54.54 ― 4.8 4.3 4.7

（参考） 持分法投資損益 30年3月期 380百万円 29年3月期 371百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年3月期 49,034 30,787 62.3 1,228.33

29年3月期 47,501 29,558 61.8 1,166.30

（参考） 自己資本 30年3月期 30,570百万円 29年3月期 29,353百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

30年3月期 899 △363 △598 8,778

29年3月期 1,855 △699 △607 8,836

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

29年3月期 ― ― ― 16.00 16.00 415 29.3 1.4

30年3月期 ― ― ― 17.00 17.00 436 25.7 1.4

31年3月期(予想) ― ― ― 18.00 18.00 26.4

3. 平成31年 3月期の連結業績予想（平成30年 4月 1日～平成31年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 18,000 1.4 720 1.5 1,150 2.9 900 4.6 36.16

通期 38,000 1.5 1,700 1.3 2,300 4.0 1,700 2.9 68.31



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年3月期 29,347,500 株 29年3月期 29,347,500 株

② 期末自己株式数 30年3月期 4,459,908 株 29年3月期 4,179,180 株

③ 期中平均株式数 30年3月期 25,016,254 株 29年3月期 25,368,851 株

（参考）個別業績の概要

平成30年3月期の個別業績（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期 34,966 14.7 1,503 1.4 1,827 △15.1 1,318 △19.8

29年3月期 30,490 △3.9 1,481 △19.4 2,153 △8.1 1,643 △8.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

30年3月期 51.11 ―

29年3月期 62.83 ―

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年3月期 40,960 24,285 59.3 945.79

29年3月期 39,663 23,451 59.1 903.44

（参考） 自己資本 30年3月期 24,285百万円 29年3月期 23,451百万円

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その

達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及
び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資料３ページ「１．経営成績等の概況 （４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度における我が国経済は、企業収益改善を背景とする雇用拡大や設備投資の増加、堅調な雇用や所

得環境による個人消費の伸長が見られ、景気は回復傾向が続いております。一方、海外においては、米中貿易摩擦

の懸念、アメリカの利上げに伴う新興国経済への影響や朝鮮半島情勢など、先行きについては不透明感が払拭でき

ない状況が続いております。

当社グループ関連のコンクリート製品業界におきましては、ヒューム管及びパイル製品の需要が前期をやや上回

る水準で推移致しました。

このような状況の下、当社グループは最終年度となった中期経営計画『Evolution All Japan』の基本方針である

安定的利益と持続的成長を目指して、鋭意取り組んでまいりました。

また、平成29年５月25日開催の取締役会において、資本効率の向上と株主の皆様への一層の利益還元のため、自

己株式の取得を決議し、総額１億98百万円の自己株式を取得しました。

当連結会計年度のヒューム管、パイルなどのコンクリート製品及び工事などの受注高は381億47百万円（前期比

24.2％増）、コンクリート製品、工事及び不動産収入などを含む売上高は374億45百万円（同16.8％増）となりまし

た。

損益につきましては、営業利益は16億78百万円（同12.0％増）、経常利益は持分法投資利益、受取配当金などに

より、22億11百万円（同12.9％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は16億51百万円（同19.4％増）となりまし

た。

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

　

① コンクリート製品事業

受注高は208億90百万円（前期比24.3％増）、売上高は現在注力しているプレキャスト製品が増加したことなど

により、198億11百万円（同17.5％増）となりました。営業利益は受注競争の激化、また、セグメント製品及びプ

レキャスト製品の生産設備及び生産技術開発などの投資により、２億35百万円（同51.2%減）となりました。

総売上高構成比は52.9％であります。

　

② 工事事業

受注高は170億65百万円（前期比24.4％増）、売上高は杭打工事及び下水道関連工事が増加したことなどによ

り、160億56百万円（同17.7%増）、営業利益は原価低減などの影響もあり９億23百万円（同101.6％増）となりま

した。

総売上高構成比は42.9％であります。

　

③ 不動産開発事業

売上高は９億91百万円（前期比1.4％増）、営業利益は３億73百万円（同9.0％減）となりました。

総売上高構成比は2.6％であります。

　

④ その他

受注高は1億91百万円（前期比3.3％減）、太陽光発電事業やスポーツ施設運営事業などの売上高は５億85百万

円（同0.8％減）、営業利益は１億46百万円（同1.5％減）となりました。

総売上高構成比は1.6％であります。
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（２）当期の財政状態の概況

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末と比べ15億33百万円増加し、490億34百万円となりました。これ

は、流動資産において受取手形及び売掛金が14億40百万円増加したことなどによります。

また、負債の部は前連結会計年度末と比べ３億４百万円増加し、182億47百万円となりました。これは、流動負債

において支払手形及び買掛金が２億69百万円増加したことなどによります。

純資産の部は、前連結会計年度末と比べ12億28百万円増加し、307億87百万円となりました。これは、利益剰余金

において親会社株主に帰属する当期純利益により16億51百万円増加した一方、配当金の支払により４億15百万円減

少したことなどによります。

　

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」といい、現金及び預金から預入期間が３カ月を超

える定期預金を控除したものをいう。）は、前連結会計年度末と比べ58百万円減少の87億78百万円となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において営業活動により得られた資金は、前連結会計年度と比べ９億56百万円減少の８億99百万

円となりました。その主な内訳は、税金等調整前当期純利益22億20百万円、減価償却費６億69百万円、売上債権の

増加14億53百万円、法人税等の支払額６億25百万円などによるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において投資活動により使用された資金は、前連結会計年度と比べ３億35百万円減少の３億63百

万円となりました。その主な内訳は、製造設備などの固定資産の取得による支出３億49百万円などによるものであ

ります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において財務活動により使用された資金は、前連結会計年度と比べ８百万円減少の５億98百万円

となりました。その主な内訳は、配当金の支払額４億14百万円、自己株式の取得による支出１億98百万円などによ

るものであります。

　

（４）今後の見通し

当社グループを取り巻く経営環境は、競争の激化や市場構造の変化など、依然として厳しい状況が続くものと思

われますが、新中期経営計画『Evolution All Japan Ⅱ』に掲げる基本戦略に基づいて企業価値の向上に全社一丸

となって取り組んでまいります。

平成31年３月期の業績につきましては、売上高は380億円、営業利益は17億円、経常利益は23億円、親会社株主に

帰属する当期純利益は17億円を見込んでおります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、国内の同業他社との比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務諸表を作成する方針であ

ります。

なお、今後につきましては、国内企業の国際会計基準の適用動向などを踏まえ、同基準の適用について検討を進め

ていく方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,892,925 8,838,717

受取手形及び売掛金 13,711,307 15,151,754

商品及び製品 2,026,699 1,886,616

原材料及び貯蔵品 476,714 528,757

繰延税金資産 103,102 86,832

その他 186,557 259,764

貸倒引当金 △14,662 △16,939

流動資産合計 25,382,645 26,735,502

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 11,882,764 12,028,669

減価償却累計額 △8,786,142 △9,005,471

建物及び構築物（純額） 3,096,622 3,023,197

機械装置及び運搬具 14,849,178 15,016,177

減価償却累計額 △12,789,991 △13,179,898

機械装置及び運搬具（純額） 2,059,187 1,836,278

土地 3,692,743 3,697,674

建設仮勘定 54,397 95,301

その他 712,192 725,100

減価償却累計額 △627,276 △653,345

その他（純額） 84,916 71,754

有形固定資産合計 8,987,867 8,724,206

無形固定資産

その他 137,543 119,088

無形固定資産合計 137,543 119,088

投資その他の資産

投資有価証券 12,750,556 13,150,972

長期未収入金 193,108 145,183

繰延税金資産 6,276 6,847

その他 272,887 334,003

貸倒引当金 △229,530 △180,997

投資その他の資産合計 12,993,299 13,456,009

固定資産合計 22,118,709 22,299,304

資産合計 47,501,354 49,034,806
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 11,348,157 11,617,640

短期借入金 1,212,269 1,221,480

未払法人税等 476,049 438,800

賞与引当金 185,557 182,108

工事損失引当金 30,223 －

その他 859,127 895,130

流動負債合計 14,111,384 14,355,161

固定負債

繰延税金負債 562,518 592,652

役員退職慰労引当金 36,017 36,017

環境対策引当金 17,014 7,736

退職給付に係る負債 2,612,372 2,688,857

長期預り敷金保証金 599,580 561,721

その他 3,681 5,304

固定負債合計 3,831,184 3,892,290

負債合計 17,942,569 18,247,451

純資産の部

株主資本

資本金 5,251,400 5,251,400

資本剰余金 4,736,508 4,736,524

利益剰余金 20,272,825 21,509,299

自己株式 △1,511,453 △1,710,327

株主資本合計 28,749,280 29,786,896

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 756,093 905,884

為替換算調整勘定 220,308 203,908

退職給付に係る調整累計額 △371,835 △326,588

その他の包括利益累計額合計 604,565 783,204

非支配株主持分 204,938 217,253

純資産合計 29,558,785 30,787,354

負債純資産合計 47,501,354 49,034,806
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

売上高 32,072,030 37,445,127

売上原価 26,609,258 31,740,358

売上総利益 5,462,772 5,704,769

販売費及び一般管理費 3,963,819 4,026,362

営業利益 1,498,952 1,678,406

営業外収益

受取利息 352 1,466

受取配当金 92,612 103,594

持分法による投資利益 371,772 380,441

受取技術料 84,299 37,453

為替差益 － 3,501

その他 78,480 69,484

営業外収益合計 627,517 595,941

営業外費用

支払利息 23,398 24,416

為替差損 112,694 －

和解金 － 12,000

不動産開発維持管理費 7,908 7,881

その他 23,744 18,336

営業外費用合計 167,747 62,634

経常利益 1,958,722 2,211,713

特別利益

固定資産売却益 383 2,421

国庫補助金 1,424 1,440

受取保険金 18,128 5,167

特別利益合計 19,936 9,029

特別損失

固定資産除却損 0 11

特別損失合計 0 11

税金等調整前当期純利益 1,978,659 2,220,731

法人税、住民税及び事業税 650,295 587,897

法人税等調整額 △70,424 △31,292

法人税等合計 579,870 556,605

当期純利益 1,398,788 1,664,125

非支配株主に帰属する当期純利益 15,256 12,314

親会社株主に帰属する当期純利益 1,383,531 1,651,810
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

当期純利益 1,398,788 1,664,125

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 492,782 129,183

為替換算調整勘定 142,577 △16,400

退職給付に係る調整額 57,292 43,451

持分法適用会社に対する持分相当額 8,251 22,404

その他の包括利益合計 700,903 178,639

包括利益 2,099,692 1,842,764

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 2,084,435 1,830,449

非支配株主に係る包括利益 15,256 12,314
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,251,400 4,736,508 19,309,786 △1,317,293 27,980,401

当期変動額

剰余金の配当 △419,820 △419,820

親会社株主に帰属す

る当期純利益
1,383,531 1,383,531

自己株式の取得 △194,159 △194,159

自己株式の処分

持分法適用会社に対

する持分変動に伴う

自己株式の増減

△0 △0

持分法の適用範囲の

変動
△671 △671

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 963,039 △194,159 768,879

当期末残高 5,251,400 4,736,508 20,272,825 △1,511,453 28,749,280

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 241,061 77,730 △415,129 △96,337 189,681 28,073,745

当期変動額

剰余金の配当 △419,820

親会社株主に帰属す

る当期純利益
1,383,531

自己株式の取得 △194,159

自己株式の処分

持分法適用会社に対

する持分変動に伴う

自己株式の増減

△0

持分法の適用範囲の

変動
△671

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

515,032 142,577 43,293 700,903 15,256 716,160

当期変動額合計 515,032 142,577 43,293 700,903 15,256 1,485,040

当期末残高 756,093 220,308 △371,835 604,565 204,938 29,558,785
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当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,251,400 4,736,508 20,272,825 △1,511,453 28,749,280

当期変動額

剰余金の配当 △415,336 △415,336

親会社株主に帰属す

る当期純利益
1,651,810 1,651,810

自己株式の取得 △198,891 △198,891

自己株式の処分 15 18 34

持分法適用会社に対

する持分変動に伴う

自己株式の増減

△1 △1

持分法の適用範囲の

変動

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 15 1,236,473 △198,874 1,037,615

当期末残高 5,251,400 4,736,524 21,509,299 △1,710,327 29,786,896

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 756,093 220,308 △371,835 604,565 204,938 29,558,785

当期変動額

剰余金の配当 △415,336

親会社株主に帰属す

る当期純利益
1,651,810

自己株式の取得 △198,891

自己株式の処分 34

持分法適用会社に対

する持分変動に伴う

自己株式の増減

△1

持分法の適用範囲の

変動

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

149,791 △16,400 45,247 178,639 12,314 190,954

当期変動額合計 149,791 △16,400 45,247 178,639 12,314 1,228,569

当期末残高 905,884 203,908 △326,588 783,204 217,253 30,787,354
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,978,659 2,220,731

減価償却費 689,322 669,155

貸倒引当金の増減額（△は減少） △49,671 △46,101

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,672 △3,449

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 135,020 140,242

工事損失引当金の増減額（△は減少） 30,223 △30,223

環境対策引当金の増減額（△は減少） △5,904 △9,278

受取利息及び受取配当金 △92,964 △105,060

支払利息 23,398 24,416

為替差損益（△は益） 145,478 5,064

持分法による投資損益（△は益） △371,772 △380,441

固定資産売却損益（△は益） △383 △2,421

固定資産除却損 0 11

国庫補助金 △1,424 △1,440

受取保険金 △18,128 △5,167

売上債権の増減額（△は増加） △1,909,852 △1,453,953

たな卸資産の増減額（△は増加） △513,974 82,727

その他の流動資産の増減額（△は増加） 156,669 △73,332

仕入債務の増減額（△は減少） 1,886,944 266,676

未払消費税等の増減額（△は減少） △222,581 89,099

その他の流動負債の増減額（△は減少） 81,466 △103,799

その他の固定資産の増減額（△は増加） ― △14

その他の固定負債の増減額（△は減少） △18,088 △36,235

小計 1,920,764 1,247,204

利息及び配当金の受取額 295,895 294,710

利息の支払額 △23,482 △22,510

保険金の受取額 18,128 5,167

法人税等の支払額 △355,396 △625,146

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,855,909 899,425

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △423 △4,290

固定資産の取得による支出 △657,941 △349,873

固定資産の売却による収入 2,508 2,421

国庫補助金による収入 1,424 1,440

投資有価証券の取得による支出 △99,777 ―

投資その他の資産の増減額（△は増加） 54,589 △13,340

投資活動によるキャッシュ・フロー △699,620 △363,643

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 6,289 15,104

自己株式の取得による支出 △194,159 △198,891

自己株式の売却による収入 ― 34

配当金の支払額 △419,757 △414,983

財務活動によるキャッシュ・フロー △607,626 △598,735

現金及び現金同等物に係る換算差額 465 4,454

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 549,126 △58,499

現金及び現金同等物の期首残高 8,287,591 8,836,718

現金及び現金同等物の期末残高 8,836,718 8,778,218
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、本社に事業の種類別の事業本部を置き、各事業本部は取り扱う事業について国内及び海外の包括的な戦略

を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社は事業の種類別セグメントから構成されており、「コンクリート製品事業」「工事事業」及び「不動

産開発事業」の３つを報告セグメントとしております。

「コンクリート製品事業」は、コンクリート製品の製造・販売、型枠製造・附属品などの販売を行っております。

「工事事業」は、諸工事の請負を行っております。「不動産開発事業」は、不動産の賃貸、管理及び開発を行ってお

ります。

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格

に基づいております。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結財務諸
表計上額
(注)３コンクリー

ト製品事業
工事事業

不動産開発
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 16,859,590 13,644,157 977,811 31,481,559 590,471 32,072,030 ―32,072,030

セグメント間の内部
売上高又は振替高

15,304 ― 42,652 57,956 381 58,337 △58,337 ―

計 16,874,894 13,644,157 1,020,463 31,539,515 590,852 32,130,368 △58,337 32,072,030

セグメント利益 482,019 458,099 410,083 1,350,202 148,749 1,498,952 ― 1,498,952

セグメント資産 19,384,714 10,203,114 2,540,541 32,128,369 1,651,622 33,779,991 13,721,362 47,501,354

その他の項目

減価償却費 397,822 67,381 102,976 568,180 103,899 672,080 36,737 708,818

有形固定資産及び無
　形固定資産の増加額

589,756 97,310 132,163 819,230 1,837 821,068 46,775 867,844

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境関連機器販売事業、スポーツ

施設運営事業、レンタル事業、太陽光発電事業などを含んでおります。

２．調整額は、以下のとおりであります。

(1) 売上高の調整額 △58,337千円は、セグメント間取引消去であります。

(2) セグメント資産の調整額 13,721,362千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、その

内訳は、投資有価証券 12,750,556千円、管理部門に係る資産など 970,805千円であります。

(3) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整 46,775千円は、本社建物の設備投資額などであります。

３．セグメント利益の合計額は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

４．減価償却費及び有形固定資産及び無形固定資産の増加額には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれて

おります。
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当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結財務諸
表計上額
(注)３コンクリー

ト製品事業
工事事業

不動産開発
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 19,811,130 16,056,680 991,458 36,859,269 585,857 37,445,127 ―37,455,127

セグメント間の内部
売上高又は振替高

16,338 ― 42,837 59,176 203 59,379 △59,379 ―

計 19,827,469 16,056,680 1,034,296 36,918,446 586,060 37,504,507 △59,379 37,445,127

セグメント利益 235,239 923,352 373,300 1,531,892 146,513 1,678,406 ― 1,678,406

セグメント資産 19,859,101 10,994,259 2,318,067 33,171,428 1,544,765 34,716,193 14,318,613 49,034,806

その他の項目

減価償却費 382,797 63,542 111,177 557,517 99,630 657,147 37,092 694,240

有形固定資産及び無
　形固定資産の増加額

218,576 67,965 115,946 402,488 1,074 403,563 22,544 426,107

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境関連機器販売事業、スポーツ

施設運営事業、レンタル事業、太陽光発電事業などを含んでおります。

２．調整額は、以下のとおりであります。

(1) 売上高の調整額 △59,379千円は、セグメント間取引消去であります。

(2) セグメント資産の調整額 14,318,613千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、その

内訳は、投資有価証券 13,150,972千円、管理部門に係る資産など 1,167,640千円であります。

(3) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整 22,544千円は、本社建物の設備投資額などであります。

３．セグメント利益の合計額は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

４．減価償却費及び有形固定資産及び無形固定資産の増加額には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれて

おります。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

１株当たり純資産額 1,166.30円 1,228.33円

１株当たり当期純利益金額 54.54円 66.03円

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 1,383,531 1,651,810

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益
(千円)

1,383,531 1,651,810

普通株式の期中平均株式数(株) 25,368,851 25,016,254

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 29,558,785 30,787,354

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 204,938 217,253

(うち非支配株主持分(千円)) (204,938) (217,253)

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 29,353,846 30,570,101

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

25,168,320 24,887,592

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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